
平成２２年度一般会計当初予算説明資料
３款 民生費

１項 社会福祉費 長寿社会課（内線：７１７８）

４目 老人福祉費 （単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

鳥取ふれあい共生

ホーム整備促進事業 40,370 7,854 32,516 40,370

トータルコスト 42,790千円 （前年度 10,340千円） ［正職員：0.3人］

主な業務内容 申請書の審査、交付決定、補助金の支払い

工程表の政策目標（指標） ―

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要

高齢者が住み慣れた地域の中で、障がい者や子どもと一緒にふれあいながら安心・安全な生活がで

きるよう、市町村が実施する共生ホームの整備に対して支援する。

２ 主な事業内容

（１）施設整備費（市町村間接補助）

（ア）新たな小規模多機能施設の整備と併せて共生ホームを併設するために必要な工事費に対して助

成する。

補助基準額 補助率 補助金上限額 箇所数 補助金額

10,000千円/1施設 県１／２ 5,000千円/1施設 ２ 10,000千円

（市町村負担は任意）

（イ）既存の小規模多機能施設の整備と併せて共生ホームを併設するために必要な工事費に対して助

成する。

補助基準額 補助率 補助金上限額 箇所数 補助金額

10,000千円/1施設 県１／２ 5,000千円/１施設 ２ 10,000千円

（市町村負担は任意）

（２）運営費（市町村間接補助）

共生ホームの併設により必要となる施設従事職員の人件費に対して助成する。

補助基準額 補助率 補助金上限額 箇所数 補助金額

県１／２ 新規２ 4,000千円

4,000千円/１施設 （市町村負担は任意） 2,000千円/１施設 既存２ 4,000千円

継続６ 12,000千円

計 １０ 20,000千円

３ これまでの取組状況、改善点

平成２１年度は国の緊急経済対策補正予算により共生ホームの事業母体となる小規模多機能型施設

（介護保険サービス事業所）への整備補助の大幅な拡大を契機に、共生ホームの併設を積極的に促進

するため、整備費の拡充及び人件費補助を創設するなど旧制度を見直し事業内容の拡充を図った。

しかし、託児所併設の共生ホームの場合、利用する子どもの安定確保が施設の継続運営に大きく関

わることから、今後共生ホームのＰＲが一層重要となる。


